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国家税務総局が関連者間取引

申告と同期資料の管理に関す

る公告を公布  
 

中国の国家税務総局（以下「税務総局」）は 2016年 6月 29日付けで、

「関連者間取引申告と同期資料管理の整備に関する公告」1（国家税務総局

公告 2016年 42号、以下「42号公告」または「公告」） を公布した。昨

年公表された「特別納税調整実施弁法」のディスカッションドラフト （以

下「ディスカッションドラフト」）2は、「特別納税調整実施弁法（試

行）」（国税発[2009]2号により公布、以下「2号文」）を全面的に改正す

るものであったが、公告は関連者間取引申告と同期資料の管理に関する内

容のみを改正するものである。特別納税調整に関するその他の規定につい

ては、今後、財税部門が関連の通達を公布するものと見込まれる。当該公

告は 2016年度以降の会計年度に適用され、「特別納税調整実施弁法（試

行）」の第二章、第三章、第 74条および第 89条と、現行の年度関連者間

取引報告表（国税発[2008]114号により公布）は同時に廃止される。 

 

全体として、公告は経済協力開発機構（以下「OECD」）の税源浸食と利

益移転（Base Erosion and Profit Shifting,、以下「BEPS」）の行動 13の報

告書における勧告の内容を反映しているが、その一方で、近年における中

国税務機関の移転価格分野における実務経験と技術的な立場（例えば、取

引価格に対する地域性特殊要因の影響等）も反映している。一定の要件を

満たす納税者は、国別報告書と、マスター文書、ローカル文書および特殊

事項文書を含む同期資料を準備しなければならない。これらの報告書およ

び文書に関する要求は、2015年 9月に公表されたディスカッションドラフ

トにも含まれていたものである。この新しい規定により、納税者はより厳

しく、複雑なコンプライアンスを求められるようになる。 

 

当該公告は中国の移転価格に関するコンプライアンスの新しい指針となる

ものであり、BEPS行動 13と密接に関連するだけでなく、中国税務機関の

近年における移転価格分野での実務を総括するものでもある。また、今後

における移転価格管理の新しいスタートともなる。当該公告の公布は、

BEPS行動 13の勧告が中国において実施されることを意味し、中国の移転

価格分野の発展の新たなマイルストーンでもある。 
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I. 関連関係および関連者間取引の認定 

 

公告に規定される関連関係の類型および認定の基準は、基本的にはディス

カッションドラフトと同じであり、自然人による持分の共同保有、貸借資

金が払込資本金に占める割合等を含む認定条件について、より詳細に規定

されている。また、“実質的なその他の共同利益を有する”という原則に

従い、関連関係を認定することを明確にした。パブリックコメントを十分

に考慮し、公告では、董事、高級管理者等の条件に基づく関連関係の認定

に関して、具体的な判定基準（例えば、人数、職位に関する具体的な要

求）を明確にし、実際に運用する際の指針を提供している。そのほか、関

連関係には変化が生じる可能性もあることを考慮し、公告では“実際の存

続期間に基づき関連関係を認定する”というルールを追記した。 

 

公告では、関連者間取引の範囲と類型についてより詳細に規定し、有形資

産、金融資産（持分投資を含む）、無形資産、資金融通（グループのキャ

ッシュプーリング、保証費および各種の利付前払いと延払いを含む）、役

務取引等の各関連者間取引の範囲を詳しく説明している。また、公告で

は、無形資産の具体的な内容について、ディスカッションドラフトにはな

かったものも列挙している。例えば、企業秘密、顧客リスト、販売ルー

ト、フランチャイズ経営権、政府許可等である。 

 

II. 関連者間取引申告 

 

主な変更点 

 

公告の添付として、税務総局は納税申告の重要資料となる「中華人民共和

国企業年度関連者間取引報告表（2016年版）」（以下「新関連者間取引申

告表」）およびその記入説明も公布した。同時に、従来の「中華人民共和

国企業年度関連者間取引報告表」（以下「旧関連者間取引申告表」）は廃

止される。旧関連者間取引申告表と比べ、新関連者間取引申告表では、年

度企業所得税年度納税申告表と類似する番号システムを採用している。申

告表は従来の 9種類から 14種類に増え、企業が記入し、提供すべき情報も

より詳細なものになった。新関連者間取引申告表では主に、金融資産取引

表、権益投資表、コストシェアリング表、国外関連者情報表、年度関連者

間取引財務状況分析表（従来、同期資料の添付資料として要求されていた

ものである。新関連者間取引申告表では区分の基準についても説明する必

要がある）および国別報告書が追加された。（新旧関連者間取引申告表の

比較については、添付を参照。） 

 

旧関連者間取引申告表と比べて、新関連者間取引申告表は表の数が増え、

記入すべき内容もより詳細になった。新関連者間取引申告表の全体の内容

は、税務機関が必要とする関連者および関連者間取引に関する情報を反映

する一方、現代企業の実際経営状況も考慮したものとなっており、納税者

が申告表に記入する際の不確定性を低減することになる。これも、中国税

務機関が BEPS行動計画の勧告を受け入れたことの表れであり、今後、国

別報告書の情報交換を行う上での基礎ともなる。. 

 

新関連者間取引申告表の各表の間には、ロジック関係のある個所が多くあ

るため、納税者は各表に記入する際、記入説明にある“表間関係”の項目

を参照し、各表の間の情報の一貫性を保つように留意しなければならな

い。同時に、監査報告書、関連者間取引申告表、同期資料および関連する

契約書の届出データ等の公開情報との間のロジック関係にも留意する必要

がある。 

 

国別報告書 

 

新関連者間取引申告表では、国別報告書が導入された。国別報告書の提出

者は中国語版と英語版を同時に提出することを求められているようであ

る。ディスカッションドラフトと比べて、国別報告書の提出が必要となる

納税者の条件は変わっていない。その条件は次のとおりである。 
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 当該居住者企業が多国籍企業グループの最終持株企業であり、かつ当該最終持株企業の前会計年度の連結財務

諸表における各種の収入金額の合計が 55億元を超える。 

 当該居住者企業が多国籍企業グループによって国別報告書の提出企業と指定されている。 

 

国別報告書と関連する、公告における最終持株企業およびメンバー実体の定義は、BEPS行動 13の最終報告書におけ

るそれと基本的に一致している。当該公告では、“国家の安全”に関わる中国企業の国別情報の提出義務を免除して

いる。このような“国家の安全”に関わる情報の開示義務の免除は他国の規定においても見られるものであり、公告

における規定が特別なわけではない。同時に、当該公告では、国別報告書に関して、他国の税務主管当局と情報交換

を行う権限、および何らかの理由で国別報告書を入手できていない場合に、特別納税調査を実施するときに国別報告

書を提出するよう現地企業に要求する権限を税務機関に与えている。 

 

提出期限 

 

公告に基づき、企業は年度企業所得税納税申告表を提出するとき、即ち会計年度終了後の確定申告のときに、新関連

者間取引申告表を添付しなければならない。 

 

III. 同期資料管理 

 

公告では、ディスカッションドラフトに対するパブリックコメントを十分に考慮した結果、納税者の関心が高い同期

資料管理に関する規定に対しても修正が加えられた。具体的にいえば、マスター文書とローカル文書の準備が必要と

なる要件が変更され、ディスカッションドラフトにあった関連者間の役務取引に係る特殊事項文書の作成要求も削除

された。また、役務取引、持分譲渡等の関連者間取引に関する情報の開示と分析をローカル文書に含めることとし、

その内容についてもより詳細に規定した。そのほか、ディスカッションドラフトで新たに開示を求められた項目（例

えば、バリューチェーン分析、地域性特殊要因等）があるが、これは公告の規定でも基本的に踏襲されている。ま

た、公告の適用対象となるクロスボーダーの取引には香港、マカオ、台湾との取引も含まれる。さらに、同期資料の

準備期限、同期資料の準備および保存に関する企業の責任と要求についても修正が加えられた。 

 

同期資料準備の要求に関する公告と 2号文の第三章（同期資料管理）との重要な差異は下表のとおりである。 

 

項目 2号文 

第三章 

公告 

報告書の構造 一層（ローカル文書のみ） 三層（マスター文書、ローカル文書および特殊事項文書） 

準備要件（関

連者間取引金

額を含む） 

 年度において発生した関

連者との売買の金額（来

料加工業務については年

度における輸出入の通関

価格により計算する）が

2 億元以上を超える。 

 年度において発生したそ

の他の関連取引の金額

（関連者との資金融通に

ついては利息の受払金額

により計算する）が

4,000 万元を超える。 

 

上述の金額には、企業が年度

内に実施したコストシェアリ

ングあるいは事前確認に関わ

る関連者間取引の金額を含ま

ない。 

 

マスター文書： 

1） 年度においてクロスボーダーの関連者間取引が発生し、か

つ当該企業の財務諸表を連結する最終持株企業の属する企

業グループが既にマスター文書を準備している。 

2） 年度における関連者間取引の総額が 10億元を超える。 

 

ローカル文書（事前確認に関わる関連者間取引の金額は以下の

金額に含まない）： 

1） 年度における有形資産の所有権の譲渡金額（来料加工業務

については年度における輸出入の通関価格により計算）が

2億元を超える。 

2） 年度における金融資産の譲渡金額あるいは無形資産の所有

権の譲渡金額が１億元を超える。 

3） 年度におけるその他の関連者間取引の合計金額が 4,000万

元を超える。 

特殊事項文書： 

1） 企業がコストシェアリング契約を締結或は実施する場合 

2） 企業の関連負債資本比率が基準比率3を超え、独立取引の

原則に合致することを説明する必要がある場合 

 

 

 

                                                
3 関連負債資本比率の基準は 2:1（非金融企業）または 5:1（金融企業）である。具体的な規定は、財税[2008]121号を参照。 



項目 2号文 

第三章 

公告 

免除対象 

 関連者間取引が事前確認

の実施範囲に含まれるこ

と 

 外資の持分が 50%未満

で、かつ国内の関連者の

みと関連者間取引を行っ

ていること 

 企業は国内関連者とのみ関連者間取引が発生する場合、マ

スター文書、ローカル文書および特殊事項文書を準備しな

くてよい。 

 企業が事前確認を実施する場合、事前確認に関わる関連者

間取引に係るローカル文書と特殊事項文書は準備しなくて

よい。 

準備期限 翌年 5 月 31 日まで 

 マスター文書：企業グループの最終持株企業の会計年度終

了日から 12ヵ月以内 

 ローカル文書および特殊事項文書：翌年 6月 30日まで 

提出期限 

税務機関の要求があった日か

ら 20 日以内に提出しなけれ

ばならない。 

税務機関の要求があった日から 30 日以内に提出しなければな

らない。 

 

マスター文書に対する開示要求は、基本的に BEPS行動 13の報告書における勧告と一致している。特殊事項文書にお

ける開示要求は、2号文にあるコストシェアリングおよび過少資本に関する規定と基本的に一致している。しかし、ロ

ーカル文書において開示を要求される情報は従来よりも大幅に増加した。特に以下の内容に留意する必要がある。 

 

 バリューチェーン分析：企業グループ内の業務フロー、物流および資金フロー、企業グループの利益のグロー

バルのバリューチェーンにおける配分原則と配分結果、各段階における関与者の直近会計年度の財務諸表 

 セグメント別データ：企業の各類型の業務と製品の収入、原価、費用および利益 

 持分譲渡に関する分析：持分譲渡取引の概況、持分譲渡の対象の関連情報、関連するデューディリジェンス報

告書あるいは資産評価報告書等 

 関連者間の役務取引に関する分析：取引の各当事者の受益状況、役務原価費用の集計方法、項目、金額、配分

基準、計算過程および結果、および非関連者との同様または類似の役務取引に関する情報 

 地域性特殊要因：コストセービング、マーケットプレミアム等の地域性特殊要因が取引価格の設定に与える影

響、地域性特殊要因の企業の価値創造に対する貢献の測定およびその帰属。 

ローカル文書の開示要求に関する公告と 2号文の第三章第 14条との主な差異は下表のとおりである。 

 

ローカル文書の

開示要求 

2号文 

第三章第 14条 

公告 

 （一） 

企業の概況 

組織構成、管理構造、業務/業界の説明 

 企業が属する企業グル

ープの関連の組織構成

および持分構成 

 企業グループの連結財

務諸表 

（公告では、これらは

マスター文書の開示内

容に含まれる。） 

 経営戦略：企業の各部門、各段階の業務フロー、運営モ

デル、価値貢献要因等 

 財務データ：企業の各類型の業務と製品の収入、原価、

費用および利益の分布 

 企業に関わる、あるいは企業に影響を与える再編または

無形資産の譲渡の状況、および企業に対する影響の分析 

（二） 

関連関係 

開示要求について、大きな変更はない。即ち、関連者情報、各関連者に適用される税目、

税率および適用可能な租税優遇措置、および年度における関連関係の変化を開示する。 

 

 

 

 

 



ローカル文書の

開示要求 

2号文 

第三章第 14条 

公告 

（三） 

関連者間取引 

関連者間取引の説明および明細、関連者間取引のフロー、機能とリスクの説明、無形資産

が価格設定に与える影響、および関連者間取引のデータ 

「企業の機能およびリスク

分析表」と「企業の年度関

連取引財務状況分析表」

（当表は新関連者間取引申

告表に移された。） 

 地域性特殊要因が価格設定に与える影響 

 バリューチェン分析 

 対外投資：対外投資の基本情報、プロジェクトの概況と

運営データ 

 関連者間の持分譲渡 

 関連者間の役務取引：各当事者の受益状況、役務原価費

用の集計方法、項目、金額、配分基準、計算過程および

結果等 

 企業の関連者間取引と直接関連する、中国以外のその他

の国家の税務主管当局が締結した事前確認および下した

その他の租税裁定 

（四） 

比較分析 

開示要求について、大きな変更はない。即ち、比較分析で考慮する要因、比較対象企業の

機能とリスクおよび資産に関する情報、比較対象の検索方法、情報の出所、選定条件およ

び理由、比較対象独立取引と比較対象企業の財務情報、比較対象データの差異調整を開示

する。 

（五） 

移転価格算定方

法の選択および

使用 

移転価格算定方法の選択およびその理由、比較対象となる非関連者間取引の価格あるいは

利益を確定する過程における前提条件および判断、移転価格算定方法の運用と比較分析の

結果、選択する移転価格算定方法を支持するその他の資料 

企業が利益法を選択する場

合、企業グループ全体の利

益あるいは残余利益水準に

対する貢献について説明し

なければならない。 

 検証対象の選択およびその理由 

 関連者間取引の価格設定が独立取引の原則に合致するか

否かの分析および結論 

 いずれの移転価格算定方法を選択するかにかかわらず、

グループの全体利益あるいは残余利益に対する企業の貢

献について説明しなければならない。 

 

公告は 2号文にある同期資料に関する規定に代わるものであるが、2号文以外の国税函[2009]363号4 と国税函

[2009]188 号5 の通達はなお有効であると、デロイトは認識している。言い換えれば、限定的な機能とリスクを担い、

損失が発生している企業、および追跡管理期間内にある企業は、公告に規定する同期資料の準備要件を満たすか否か

を問わず、上述した規定に従い、同期資料を期限までに準備しなければならないと考えられる。 

 

IV. 法律責任 

 

公告の下での法律責任は、現行の規定と比べて変更されていない。即ち、企業が規定に従って税務機関に企業年度関連

者間取引報告表、同期資料を提出しない場合、税務機関は税収徴収管理法第 62条の規定に従って、期限を定めて是正

を命じ、2千元以下の罰金に処すことができる。情状が重大な場合は、2千元以上 1万元以下の罰金に処すことができ

る。同時に、特別納税調整を実施し、税額を追徴する場合、税務機関は税額の帰属する納税年度において中国人民銀行

が公布した、税額追徴期間と同期間の人民元貸付基準利率に 5%を加えた利率により、利息を加算することができる。

このほか、規定に従って同期資料を準備しない企業は、移転価格調査の対象として選定されるリスクがより高くなる。 

 

ただし、公告の規定によれば、企業が関連規定に従って関連者間取引申告を行い、同期資料および関連資料を提出した

場合、税務機関は特別納税調査を実施して税額を追徴する際に加算する利息を、税額の帰属する納税年度において中国

人民銀行が公布した、税額追徴期間と同期間の人民元貸付基準利率によって計算する。これは、中国税務機関が移転価

格のコンプラアンスを遵守する納税者に対して与えるインセンティブといえる。 

 

 

デロイトのコメント 

 

42号公告の公布は、中国の移転価格同期資料と関連者間取引申告に関するコンプライアンス上の要求を満たすため

に、多国籍企業がより多くの労力とその他の資源を投入することが必要になることを意味する。特に、マスター文書

                                                
4 「クロスボーダー関連取引の監督管理と調査の強化に関する通知」（国税函[2009]363号）を参照。 
5 「移転価格の追跡管理の強化に関わる問題の通知」（国税函[2009]188号）を参照。 



の準備に関する要求については、中国の規定が一部の国の規定と異なることにより、親会社の所在国ではマスター文

書の準備が必要なくとも、中国子会社は中国の規定に従ってマスター文書を準備することが必要になる可能性があ

る。 

 

また、納税者が新関連者間取引申告表または同期資料において開示することを要求される一部の情報は、ある程度敏

感かつ複雑なものであり、国外関連者とのやり取りが必要になる情報もある。納税者が分析を求められる内容は、よ

り深く、広いものになる。したがって、納税者ができるだけ早くグループ内のコミュニケーションと、情報の収集お

よび準備の作業を開始すること、同期資料と関連者間取引申告の準備にあたり、“全体として一致”という戦略をと

り、情報収集の効率を高め、コンプライアンスコストをコントロールし、かつ企業グループがグローバルで開示する

移転価格情報の一致性を求めることを提案する。 

 

「多国間税務行政執行共助条約」が 2016年 2月 1日から中国に対して発効し、2017年 1月 1日から施行される6。そ

の後、中国が情報交換を行うことができる国および地域は 130を超えることになる。2016年 5月 12日、第 10回

OECD税務長官会議（Forum on Tax Administration: FTA）での重要な成果として、国税総局はカナダ、インド等の税

務当局と共に「移転価格国別報告書に係る多国間主管当局間合意」に署名し、多国籍企業グループが作成した国別報

告書を自動的に交換することを承諾した。6月末現在、当該合意に署名した国はすでに 44ヵ国に上る。同時に、米

国、日本等の先進国もそれぞれの国別報告書に係る国内規定を現在制定中であるか、あるいははすでに公布してい

る。多国籍企業グループはより高い情報の透明性を求められるようになり、コンプライアンスの要求も一層厳しくな

るといえる。 

 

最近、OECDは国別報告書の実施に関する追加的な指針を公表した。当該指針は、経過期間における国別報告書の提

出、国別報告書の提出を求められる基準値に関する為替変動の影響等の問題に対応したものである。当該指針が各国

の法規の解釈にも影響を与えるか否かが注目される。 

 

今後は、同期資料においてより透明性の高い情報（例えば、バリューチェーンや関連者間取引に対する詳細な分析

等）の開示を求められるようになり、各国の税務当局間の情報交換もより広く行われるようになる。そのことによっ

て、中国の税務機関は従来よりも多くの納税者に関する情報を入手できるようになり、それらの情報に基づいて納税

者に対するリスク評価と調査対象の選定を行うとともに、グローバルでの租税回避防止に向けた行動にも関与するこ

とになるだろう。 

 

42号公告に関する問題についてのディスカッション、あるいは 42号公告の英訳もしくは日本語訳を希望される場合に

は、デロイト中国のサービスチームまでご連絡ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
6 「多国間税務行政執行共助条約』の発効および執行に関する公告」（国家税務総局公告 2016年第 4号）を参照。 

 



添付：新旧関連者間取引申告表の比較 

 

情報の分類 旧申告表 新申告表 比較分析と留意点 

基本情報 表紙 表紙および表番号一覧

表 

新申告表の表紙は「中華人民共和国企業所得税年度納税申

告表（A類、2014年版）」（「所得税申告表」）と近いフ

ォーマットを採用しており、法定代表者の声明と署名、納

税者、代理機関および税務機関の署名欄が追加され、形式

的により正式なものとなった。表番号一覧表も所得税申告

表を参考にしたものであり、納税者は申告の必要な表を自

ら選択して記入することになる。 

報告企業情報表

（G000000） 

従来の企業所得税の確定申告実務においては、旧申告表を

所得税申告表の附表として提出していたため、納税者自身

の情報を記入する必要はなかった。しかし、新申告表は独

立の申告体系としての形式を備え、基本情報のみならず、

組織構成、高級管理者の情報および株主の情報も記入する

必要がある。これは、関連情報の透明性に対する全体的な

要求を表している。 

情報の総括 関連取引総括

表 （表二） 

中華人民共和国企業年

度関連者間取引総括表

（G100000) 

新申告表では表の順番が変更された。総括表では、関連負

債資本の情報とコストシェアリングの情報の開示も要求さ

れている。これは、公告における 2種類の特殊事項文書に

対する要求を反映し、これらが管理の重点であることを表

している。また、当年度の同期資料を準備する必要がある

か否かを問う項目では、同期資料の三層構造を反映した選

択肢が記載されている。 

関連関係の 

申告 

関連関係表

（表一） 

関連関係表

（G101000） 

関連関係の認定に関する公告の規定に合わせて、新申告表

では、関連関係の類型を区分し、年度内における関連関係

の開始日、終了日（変化発生日）も記載することを要求し

ている。 

有形資産の所

有権および使

用権の取引 

仕入販売表

（表三）、 

固定資産表

（表六） 

有形資産所有権取引表

（G102000）、有形

資産使用権取引表

（G104000） 

新申告表においては、材料（商品）と固定資産を区分せ

ず、所有権と使用権という観点から、売買取引とリース取

引を 2表に分けている。 

 

材料（商品）の売買取引に関して、新申告表では旧申告表

にあった“輸出販売総額の 10％以上を占める国外販売先お

よび取引”、“輸入仕入総額の 10％以上を占める国外仕入

先および取引”、非関連者間の売買取引金額、および関連

者間取引の価格設定方法等の項目が削除された。 

 

固定資産取引について、旧申告表では固定資産の種類別に

記入することを要求していたが、新申告表では当該要求が

なくなった。 

 

新申告表では、取引金額が上位 5位までの関連者につい

て、取引の明細と金額を開示することを要求している。 

 

無形資産の所

有権および使

用権の取引 

無形資産表

（表五） 

無形資産所有権取引表

（G103000)、無形資

産使用権取引表

（G105000） 

有形資産と同じように、新申告表では無形資産について

も、所有権と使用権という観点から、無形資産の譲渡取引

と許諾取引を 2表に分けている。また、新申告表では、無

形資産の種類別に記入することは要求せず、取引金額が上

位 5位までの関連者について、取引の明細と金額を開示す

ることを要求している。納税者は表に記入する際、取引の

区分に留意し、関連する契約の届出情報等との一貫性も保

つようにする必要がある。 

 



情報の分類 旧申告表 新申告表 比較分析と留意点 

金融資産取引

（新） 

 金融資産取引表

（G106000） 

関連者間の持分譲渡取引に対する調査の増加に伴い、中国

税務機関は関連者間の金融資産取引を通じた利益移転に着

目するようになってきた。金融資産取引表が導入されたこ

とにより、中国税務機関はこの新たな移転価格分野に係る

情報の収集を図ることができる。 

資金融通取引 

 

 

資金融通 

（表七） 

資金融通表

（G107000） 

資金融通表では、全ての関連者との資金融通取引の明細を

1件ごとに記入しなければならない。新申告表の記入説明

においては、当該取引の内容として、手形割引、ファイナ

ンスリース、グループのキャッシュプーリング等が新たに

列挙されている。また、記入すべき利息の範囲について

も、実際に計上した利息のほか、その他の利息の性質を有

する費用が含まれる旨を説明している。 

関連者間の役

務取引 

役務表 

（表四） 

関連役務表

（G108000） 

有形資産、無形資産および金融資産と同じように、新申告

表では関連者との役務取引についても、取引金額の上位 5

位までの関連者について、取引の明細と金額を開示するこ

とを要求し、価格設定方法の項目は削除された。また、新

申告表の記入説明においては、関連者間の役務取引の内容

を詳細に列挙している。納税者は表に記入する際、取引の

区分に留意し、関連する契約の届出情報等との一貫性も保

つようにする必要がある。 

権益投資

（新） 

 権益投資表

（G109000) 

主に報告企業の月ごとの権益投資の状況および株主に対す

る配当の状況を把握するために用いられる。 

コストシェア

リング（新） 

 コストシェアリング表

（G110000） 

主に企業と関連者の間のコストシェアリングに係るおよそ

の状況を把握するために用いられる。また、税務機関が企

業の作成したコストシェアリングに係る特殊事項文書をレ

ビューする際の基礎ともなる。 

対外支払状況 対外支払金額

状況表 

（表十） 

対外支払金額状況表

（G111000） 

当該表は、旧申告表と比べて簡潔なものになった。まず、

各種の役務取引に係る対外支払は“役務費支出”に集約さ

れた。また、使用料に関しては、商標使用料と技術使用料

の明細を記入する必要がなくなった。さらに、新申告表で

は“源泉徴収済みの企業所得税金額”と“租税条約の恩典

を受けているか否か”の項目も削除された。そのほか、旧

申告表では、未払であるが、原価費用に計上した金額の記

入も求められていたが、新申告表の記入は現金主義による

ことになる。 

 

“役務費支出”と“使用料”の金額は税務機関の注意をひ

きやすいことから、情報開示に係る潜在的な税務リスクを

よりよく管理するため、納税者は 16号公告7の関連規定に

従い、対外支払項目の受益性、真実性および必要性等を自

らチェックしておく必要がある。対外支払項目に関するサ

ポート書類も事前に準備しておくことが望ましい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                
7 「企業の国外関連者への費用支払に係る企業所得税問題に関する公告」（国家税務総局公告 2015年 16号）を参照。 



情報の分類 旧申告表 新申告表 比較分析と留意点 

国外関連者の

情報（新） 

 国外関連者情報表

（G112000） 

新設された表である。有形資産取引、無形資産取引、金融

資産取引および役務取引の各表において記入した国外関連

者の情報（即ち、各取引の取引金額が上位 5位内にある国

外関連者の情報）を記入する。基本情報だけではなく、

“実際の税負担”も記入しなければならない。記入説明に

おいては、実際の税負担の計算方法も明らかにしている。

当該情報を収集する目的は、企業グループが関連者間取引

を通じて、利益を低税率国または地域に移転する状況がな

いかを把握することにある。 

財務情報分析

表（新） 

従来は同期資

料の添付とし

て開示するこ

とが要求され

た。 

年度関連者間取引財務

状況分析表（報告企業

の個別財務諸表の情

報）（G113010）、

年度関連者間取引財務

状況分析表（報告企業

の連結財務諸表の情

報）（G113020） 

重要性の観点から、従来は同期資料で開示していた情報を

関連者間取引申告の段階で、新申告表において開示するこ

ととし、移転価格リスク管理の強化を図っている。しか

し、記入説明において、関連者間取引の財務状況の区分基

準は明らかにされておらず、納税者は自ら判断し、ロジッ

クを説明しなければならない。実務においては、区分基準

に対する企業と税務機関の理解に差異が存在する可能性が

ある。 

国別報告書

（新） 

 国別報告書―所得、租

税および業務活動に関

する国別分布表（中国

語・英語 G114010、

G114011）、多国籍

企業グループのメンバ

ー実体リスト（中国

語・英語 G114020、

G114021）、付加説

明表（中国語・英語

G114030、

G114031） 

国別報告書に対する要求は、BEPS行動 13と一致してい

る。 
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